
ゼロカーボンと持続可能な地域と観光シンポジウム
「外国人との共生社会の実現に向けた取組」

出入国在留管理庁
長官 菊池 浩
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在留外国人数 外国人労働者数 総人口に占める在留外国人の割合

令和３年末
276万635人

平成20年９月 いわゆるリーマン・ショック

平成 令和

平成23年３月 東日本大震災

令和２年 新型コロナウイルス感染症の流行

平成24年７月
新しい在留管理制度の導入

平成２年６月
在留資格の整備

（千人）

48万6,398人

（%）

0.80%

平成22年７月
「技能実習」在留資格の創設
「留学」と「就学」の一本化
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平成29年11月
技能実習法の施行

平成31年４月
「特定技能」制度の創設

令和4年6月末
296万1,969人

172万7,221人

2.20%

１

在留外国人の増加

※ 平成元年から令和３年までは各年末現在の、令和４年については６月末現在の在留外国人数である。



２

在留外国人の構成比

永住者

845,693
28.6%

技能実習

327,689
11.1%

技術・人文知識・国際業務

300,045
10.1%

特別永住者

292,702
9.9%

留学

260,767
8.8%

家族滞在

209,256
7.1%

定住者

202,385
6.8%

日本人の配偶者等

143,558
4.8%

特定活動

112,501
3.8%

特定技能

87,472
3.0%

その他

179,901
6.1%

在留資格別 在留外国人の構成比

中国

744,551
25.1%

ベトナム

476,346
16.1%

韓国

412,340
13.9%

フィリピン

291,066
9.8%

ブラジル

207,081
7.0%

ネパール

125,798
4.2%

インドネシア

83,169
2.8%

米国

57,299
1.9%

タイ

54,618
1.8%

台湾

54,213
1.8%

その他

455,488
15.4%

国籍・地域別 在留外国人の構成比

令和４年（2022年）６月末 在留外国人数：296万1,969人



（概要）令和３年１月29日、関係閣僚会議の下、共生社会の在り方、その実現に向けて取り組むべき中長期的な
課題について調査し、同会議に対して意見を述べることを目的として、本有識者会議の開催を決定し、同年
２月から７月まで６回にわたり議論を行い、意見書を取りまとめ、関係閣僚会議の共同議長である法務大臣
に意見書を提出した。

（概要）・法務省に外国人の受入れ環境整備に関する総合調整機能を付与（閣議決定）

・「外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」開催決定（閣議口頭了解）

（概要）外国人材の受入れ・共生のための取組を、政府一丸となって、より強力に、かつ、包括的に推進していく
観点から、①外国人との共生社会の実現に向けた意見聴取・啓発活動等、②生活者としての外国人に対する
支援、③外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取組及び④新たな在留管理体制の構築等の施策を実
施することとした。

平成30年12月25日 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（126施策）
（外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）以後、４回改訂

令和 ４年６月14日 「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」（101施策）
（関係閣僚会議決定）「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和４年度改訂）」（218施策）

平成30年 ７月24日 外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議 開催等

令和 ３年 １月29日 「外国人との共生社会の実現のための有識者会議」開催決定

３

外国人との共生社会の実現に向けた我が国の取組



安全・安心な社会

これからの日本社会を共につくる
一員として外国人が包摂され、全て
の人が安全に安心して暮らすことが
できる社会

多様性に富んだ
活力ある社会

様々な背景を持つ外国人を含む全
ての人が社会に参加し、能力を最大
限に発揮できる、多様性に富んだ活
力ある社会

個人の尊厳と人権を
尊重した社会

外国人を含め、全ての人がお互
いに個人の尊厳と人権を尊重し、
差別や偏見なく暮らすことができ
る社会

１ 円滑なコミュニケーションと社会参加のための日本語教育等の取組

２ 外国人に対する情報発信・外国人向けの相談体制等の強化

３ ライフステージ・ライフサイクルに応じた支援

４ 共生社会の基盤整備に向けた取組

目指すべき外国人との共生社会のビジョン（３つのビジョン）

取り組むべき中長期的な課題（４つの重点事項）

４



☆１ 円滑なコミュニケーションと社会参加のための日本語教育等の取組

○都道府県等が行う日本語教育を強化するための総合的な体制づくりを着実
に推進するとともに、市区町村が都道府県等と連携して行う日本語教育を
含めて支援【文科】《1》

○「日本語教育の参照枠」に示された教育内容やレベル尺度等に対応した分
野別教育モデルの開発【文科】《3》

○生活オリエンテーション（日本で生活するための基本的な情報提供、初歩
的な日本語学習）動画の作成・活用等により社会制度等の知識を習得でき
る環境（来日前を含む。）を整備【法務】《6》

○生活場面に応じた日本語を学習できるICT教材の開発・提供等【文科】《8》
○来日前に円滑なコミュニケーション力を身につけるための海外における日
本語教育環境の普及【外務】《9》

○日本語教育機関の認定制度及び日本語教師の資格制度整備【文科】《11》

○「生活・就労ガイドブック」及び「外国人生活支援ポータルサイト」の掲載方

針を作成、公表【法務】《17》

○マイナポータル等を活用した情報発信【法務】《18》

○外国人受入環境整備交付金の見直し等による一元的相談窓口の設置促進【法務】

《20》

○多言語翻訳技術について、実用レベルの「同時通訳」の実現及び重点対応言語の

15言語への拡大に向けた取組【総務】《23》

○外国人支援を行う地域の関係機関による合同の相談会の実施等【法務】《27》

○やさしい日本語の普及に向けた研修の実施等【法務】【文科】《31》《32》

☆２ 外国人に対する情報発信・外国人向けの相談体制等の強化

☆３ ライフステージ・ライフサイクルに応じた支援

○子育て中の親子同士の交流や子育て不安・悩みを相談できる場の提供等を
行う地域子育て支援拠点事業の実施【厚労】《33》

○住民基本台帳システムと学齢簿システムとの連携により、外国人の子ども
の就学状況の一体的管理・把握を推進【文科】《36》

○公立高等学校入学者選抜において外国人生徒を対象とした特別定員枠の設
定及び受検に際しての配慮の取組を推進【文科】《47》

○高等学校において、日本語の個別指導を教育課程に位置付けて実施する制
度を導入【文科】《49》

○ハローワークの外国人雇用サービスコーナーにおける専門相談員や通訳の
配置による職業相談の実施、外国人雇用サービスセンター等における留学
生を対象とした支援【厚労】《57》

○定住外国人を対象とした、日本語能力に配慮した職業訓練の実施【厚労】
《61》
○年金制度に関する周知・広報の継続・充実【厚労】《63》
○「在留外国人に対する基礎調査」等による実態把握等【法務】《66》

☆４ 共生社会の基盤整備に向けた取組

○「外国人との共生に係る啓発月間（仮称）」の創設、各種啓発イベント等の実施
【法務】《67》《68》

○学校における、異文化理解・多文化共生の考え方に基づく教育の更なる普及・充
実を推進【文科】《71》

○在留外国人統計等を活用し、国籍、在留資格、業種別等の外国人の生活状況の実
態把握が可能な新たな統計表を作成・公表【法務】《74》

○外国人労働者の労働条件等の雇用管理、国内外の労働移動等の実態把握のための
統計整備【厚労】《75》

○民間支援団体が行う外国人に対するアウトリーチ支援の取組を支援するための試
行事業実施【法務】《80》

○出入国在留管理庁において、在留管理に必要な情報を一元的に把握できる仕組み
を構築するための検討【法務】《82》

○マイナンバーカードと在留カードの一体化による利便性向上【法務】《85》
○外国人支援人材の育成や、専門性の高い支援人材の認証制度等について検討【法
務】《86》

○ 計画期間は令和８年度まで
○ 有識者の意見を聴きつつ毎年の点検による進捗確認、必要に応じ施策の見直し
○ 総合的対応策において、当該年度に実施すべき施策を明示

重点事項に係る主な取組

推進体制
５



これまでの取組

出入国在留管理庁における主な取組①

一元的相談窓口の設置・運営支援 生活・就労ガイドブック等を通じた在留外国人への情報提供

在留支援のためのやさしい日本語の普及促進ＦＲＥＳＣヘルプデスク（電話相談窓口）の運営

６

やさしい日本語の
イメージキャラクター

「ことりん」



出入国在留管理庁における主な取組②

今後の取組

７

外国人に対する総合的な支援をコーディネートする人材の育成

生活オリエンテーション動画の作成・活用等による社会制度等の知識を
習得できる環境の整備

「外国人との共生に係る啓発月間（仮称）」の創設、各種啓発イベント
等の実施

マイナポータル等を活用した情報発信


